










　東京都では、1970年においては都心周辺区に人口密度
の高い地域が多くみられる。この人口密度の高い地域が
1990年、2010年において減るに従い、周辺区あるいは北
多摩地域の東側で人口密度が高まっている。その一方で、
これらの地域での緑地率が減少傾向にある。区部では多
くの区で公園整備が進み、わずかではあるが緑地率が上
昇している傾向にある。また、奥多摩町や檜原村では森
林による緑地率が上昇している。一方、区部周辺区や多
摩地域におけるほとんどの市町の緑地率は減少している。
その要因としては、農地の減少によるところが大きい。
まれに多摩市のように森林の減少が大きい市があるが、
これは多摩ニュータウン開発との関連と考えられる。
　大阪府では、人口が増加している大阪市に比較的近い
地域で緑地率の低下が顕著である。大阪市では、1970年
には既に多くの区で公園が卓越し、一部の区で農地が卓

越する区がみられたが、2010年には農地が卓越する区は
皆無となっている。大阪市に隣接する多くの市でもこの
傾向がみられる。他方、大阪府域の端、すなわち北摂山
地や生駒山地、金剛山地、和泉山地に位置する市町村は、
1970年から2010年にかけて森林が卓越する傾向がより顕
著になってきている。これは農地面積の減少が森林面積
の減少に比して大きいため、相対的に森林が卓越する状
況になってきているものと考えられる。2010年において、
農地が卓越する地域は堺市東区と堺市西区、堺市美原区、
松原市、門真市、藤井寺市、田尻町などの泉北丘陵周辺
に位置する市町が中心となっている。
　愛知県においては、人口が増加している名古屋市に比
較的近い地域で緑地率の低下が顕著である。1970年には
既に名古屋市の多くの区で公園が卓越し、一部農地が卓
越する区もみられたが、2010年には農地が卓越する区は

図 ４　各都府県での人口密度（人／㎢）の変化
資料：国勢調査により作成
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皆無となっている。2010年には尾張丘陵に位置する名古
屋市の一部の区や隣接する市では公園と森林が卓越する
ようになっている。1970年から2010年にかけて濃尾平野
と岡崎平野において農地が卓越している市町村がまとまっ
て存在するが、その範囲は狭まってきている。他方、東
三河地域や西三河地域の北部にある三河山地に位置する
市町村は、1970年から2010年にかけて継続して森林が卓
越している。

Ⅳ　むすび

　今後、本文で述べたような区市町村ごとの緑地構成要
素の地域的特性を踏まえた上で、都市農地を保全するた
めの「土地利用計画」を検討していく必要がある。その
ためには、改正生産緑地法の施行に伴う都市農業の変化
を把握することも必要となる。その上で、東京都、大阪
府、愛知県のそれぞれにおいて、特徴的な区市を研究対
象地域とした「土地利用計画」を検討するための具体的
な調査を行う必要がある。
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Abstract:
　Urban agricultural land, as well as the supply of food, has a multi-faceted function of environmental protection, 
disaster prevention and education, this type of land has become extremely important in the city. In this paper, I will 
study the area of the Tokyo Metropolitan Government, Osaka and Aichi Prefecture, which is the center of Japan’s 
three major metropolitan areas. The purpose of this study was to understand the change of agricultural land as a 
green space component of from 1970 to 2010. As a result, it is as follows. Parkland has been increasing up to 2010 
from 1970. In contrast, agricultural land has decreased significantly up to 2010 from 1970. In addition forests have 
been reduced from 1970 to 2010, however the degree is small compared to the farmland. In this way parkland, 
farmland, and forests, have seen the quantitative changes that differ from each other in the 40 years from 1970 to 
2010, however the trend is common to 3 prefectures. The region which is measured as components of the agricul-
tural land is getting smaller; there is an urgent need for building systems to preserve the urban farmland.

Key�words: changes in farmland, green space component, Basic Law for urban agriculture promotion, 
 Three major metropolitan areas

要　　旨

　都市農地は、食料等の供給はもとより、環境保全や防災、教育等の多面的機能を有することから、都市において極
めて重要なものとなってきている。そこで、本稿では、三大都市圏の中心をなす東京都、大阪府、愛知県の３都府県
を研究対象地域として、1970年から2010年にかけての緑地構成要素としての農地の変化を把握した。その結果、公園
は３都府県ともに1970年から2010年に至るまで増加してきている。これに対して農地は３都府県ともに1970年から2010
年に至るまで大幅に減少している。また、森林は３都府県ともに1970年から2010年までに減少してきているが、その
程度は農地と比較して小さい。このように公園、農地、森林は、1970年から2010年の40年間にそれぞれ異なった量的
変化をしてきたが、その傾向は３都府県に共通している。農地を主要な構成要素としている地域は少なくなってきて
おり、都市農地を保全する仕組みづくりが急務である。
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